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9月議会前の閉会中に行われた請願審査で、日本共産党

が採択を求めたにもかかわらず、「議会意思決定済みの

ため、審査打切」となった「請願」について本会議での

採決が行われました。

西山あさみ議員の討論を紹介します。

石垣保全が議決対象になったことはない
「名古屋城の石垣および天守の保存を求める請願」に

ついての採択を求め、討論を行います。

自公民減が、議会意思確定済として「打切」
この請願は、築城時から残る石垣の保全こそ最優先と

すべきであり、天守閣解体ありきの議論を見直すべきと

いうものです。この請願は委員会で「すでに議会意思確

定のため」との理由により、審査打ち切りとなりました。

しかし、請願の中でも、第１項の「名古屋城の石垣を

毀損させず、保全を最優先すること」は、議会で議決の

対象になったことはありません。

石垣部会で「保全に対応したい」と市長
8月9日の石垣調査、保全、修復をどういう方向で進め

るかを検討する石垣部会で、市長も

「特別史跡である石垣を保全してい

くことも重要と認識している。部会

の意見を伺いながら文化庁が指摘し

ている保全について対応していきた

い」とコメントしています。

その石垣部会で有識者からは、

「特別史跡の価値を古文書などで証明すべき」「何のた

めに調査するのか明確にすべき」「調査期間が短すぎる」

「調査は市が主導すべき」という多くの指摘がありまし

た。

名古屋城の石垣保全を最優先するにあたっての本市の

調査体制の不備が課題としてあがっているところです。

学芸員を増員し調査体制の強化を
市長がこだわるべき“本物”は、天守閣でなく石垣で

す。石垣保全のためにも、学芸員を増員し、調査体制を

強化して“本物“である石垣保全に取り組むべきです。

これらの点をふまええても、名古屋城の石垣および天

守の保存について最優先にするべきです。

以上、採択を求めて討論を終わります。

「名古屋城の石垣および天守の保存を求める請願」が「打切」

こだわるべき本物は、天守閣でなく「石垣」

請願の採択を求める討論 西山あさみ議員（9月27日本会議）

2017年9月定例会での意見書に対する各会派の態度
（2017年9月20日 議運理事会）

件名 提出 結果

大規模災害時の法制度に関する抜本的な見
直しを求める意見書(案)

自民

可決

局地的な集中豪雨に備えた河川改修、雨水
管渠及び下水道施設の整備に関する意見書
(案)

可決

公共の用に供されている固定資産に係る相
続税等の非課税措置等を求める意見書(案)

民進 可決

食品衛生管理の国際標準化に関する意見書
(案)

公明

可決

森林環境税 (仮称) の早期創設及び林業の
成長産業化と森林の適切な管理の推進を求
める意見書(案)

可決

緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシ
ステム(SPEEDI)を適切に活用するための体
制を検討、整備することを求める意見書(案)

減税 否決

核兵器禁止条約への参加を求める意見書(案)

共産

否決

特定外来生物ヒアリへの対策強化に関する
意見書(案)

否決

ワクチン接種に関する意見書(案) 否決

北朝鮮の核実験実施に抗議する決議（案） 議運 可決

＊ゴチック字は可決された意見書。全会一致でないと本会議に提案されませ
ん。北朝鮮の核実験決議が議会開会日9月11日に議決。

９月議会に提案された主な議案に対する態度（2017年9月27日 本会議）

議 案 名
各会派の態度

結
果

共 自 民 公 減

2017年度名古屋市一般会計補正予算（第3号）（資源収集を
５年にわたって民間委託を約束する債務負担行為など）

● ○ 〇 〇 ○ 可決

名古屋市市税条例及び名古屋市市民税減税条例の一部改正
（市民税５％減税はそのままに、個人住民税の所得割の内訳
を、教職員の移譲により、県：市＝4：6を2：8に変更）

● 〇 〇 〇 ○ 可決

名古屋市児童相談所条例の一部改正（東部児童相談所を設置） ○ ○ ○ ○ ○ 可決

名古屋市都市公園条例の一部改正（パークＰＦＩ制度を導入
し、公園施設の建ぺい率を10％し、久屋大通公園を除外）

● 〇 〇 〇 ○ 可決

名古屋市公設市場条例の一部改正（梅森公設市場を廃止） 〇 〇 〇 〇 〇 可決

名古屋市久屋大通公園条例の制定（パークＰＦＩ制度を活用
して、収益施設のために建ぺい率を緩和するなど）

● 〇 〇 〇 ○ 可決

名古屋市久屋大通公園北部園地、中央園地整備事業者選定審
議会条例の制定（事業者を選定する審議会を設置）

● 〇 〇 〇 ○ 可決

名古屋市屋外広告物条例の一部改正（広告物の安全対策の強
化と、設置規制の緩和など）

○ 〇 〇 〇 ○ 可決

財産の取得（毛布81,250枚） ○ ○ ○ ○ ○ 可決

市道路線の認定及び廃止（16路線を認定し、34路線の一部又
は全部を廃止）

○ ○ ○ ○ ○ 可決

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ


